
（単位：千円）
金　　　額 金　　　額

流　動　資　産 124,402 流　動　負　債 27,620

現 金 及 び 預 金 63,970 買 掛 金 ※1 13,099

売 掛 金 ※1 50,262 未 払 金 ※1 1,056

前 払 費 用 1,027 未 払 費 用 3,081

繰 延 税 金 資 産 1,254 未 払 法 人 税 等 7,562

未 成 業 務 棚 卸 高 1,700 前 受 金 1,050

そ の 他 6,495 預 り 金 580

貸 倒 引 当 金 △ 309 賞 与 引 当 金 1,189

固　定　負　債 21,564

固　定　資　産 17,462 退 職 給 付 引 当 金 530

　有形固定資産 ※2 968 役 員退 職慰 労引 当金 21,034

付 属 設 備 874

工 具 器 具 備 品 2

一 括 償 却 資 産 91 49,185

  無形固定資産 -

株　主　 資　　本 92,678

　投資その他の資産 16,493 資　　　本　　　金 20,000

差 入 保 証 金 1,200 利  益  剰  余  金 72,678

繰 延 税 金 資 産 9,190 利 益 準 備 金 5,000

敷 金 6,102 そ の 他 利 益 剰 余 金 67,678

繰 越 利 益 剰 余 金 67,678

 92,678

141,864 141,864

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

負　　債　　合　　計

負債及び純資産合計資　　産　　合　　計

   （平成23年8月31日現在）　　

（ 純 資 産 の 部 ）

純  資  産  合  計

貸　借　対　照　表

科　　　　　　　目

（ 資 産 の 部 ）

科　　　　　　目

（ 負 債 の 部 ）



 

 

 個別注記表  

 [重要な会計方針に係る事項に関する注記] 

１． たな卸資産の評価基準および評価方法 

 未 成 業 務 支 出 金… 個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法) 

２． 固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産…… 付属設備・工具器具備品については定率法、一括償却資産について
は定額法 
なお、主な耐用年数は次の通りであります。 
付属設備     15年 
工具器具備品   5年 
一括償却資産   3年 

  ３．引当金の計上方法 

      貸 倒 引 当 金… 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

      賞 与 引 当 金… 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額の当期負担額を
計上しております。 

      退 職 給 付 引 当 金… 従業員の退職給付に備えるため、「退職給付会計に関する実務指
針」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第 13 号平成 11
年 9 月 14 日）に定める簡便法により、当期末における自己都合
退職による期末要支給額の 100％を計上しております。 

      役員退職慰労引当金… 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。 

    ４．リース取引の処理方法 
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理によっております。 
    

   ５．消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

   

 

 

[貸借対照表注記] 
※１．関係会社に対する短期金銭債権                    797 千円 

関係会社に対する短期金銭債務           5,606 千円 
  ※２．有形固定資産の減価償却累計額            1,024 千円 

     
 
      

[損益計算書注記] 
※１. 関係会社との取引高  外    注    費   24,578 千円 

                 営業取引以外の取引高   11,167 千円 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

 

[株主資本等変動計算書注記] 
 

１. 発行済株式に関する事項  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 40,000  ―  ―  40,000  

（変動事由の概要）  
該当事項はありません。  

 
※２. 配当に関する事項  

(1) 配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり配当額 

(円) 基準日 効力発生日 

平成 22 年 11 月 26日 

定時株主総会 普通株式 20,000  500  平成 22 年 8月 31 日 平成 22 年 11 月 29 日 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成 23 年 11 月 29 日 

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 20,000  500  平成 23 年 8月 31 日 平成23年 11月 30日 

                          
 
[税効果会計注記]  

１. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳  
繰延税金資産(流動)  

事業税                           688 千円 
賞与引当金                 500 千円 
その他                                    66 千円 

合計                                 1,254 千円 
繰延税金資産(固定)  

役員退職慰労引当金                    8,844 千円 
その他                            345 千円 

      合計                                 9,190 千円 
 
 
[リースにより使用する固定資産注記] 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引 
該当事項はありません。 

 
 
[１株当たり情報注記] 

１. １株当たり純資産額                      2,316 円 95 銭  
２. １株当たり当期純利益                      674 円 91 銭  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎  
損益計算書上の当期純利益                26,996 千円  
普通株式に係る当期純利益                26,996 千円  
普通株主に帰属しない金額           －千円  
普通株式の期中平均株式数                  40,000 株  

 
 
[重要な後発事象注記] 

該当事項はありません。 
 
 
[関連当事者注記] 

該当事項はありません。  
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